
1

2

3

4

5

6

7

8

9

総事業費
(1＋7)

140,409

1,226,777

1,097,936

人件費
（4+5+6）

13.68

2.50

常勤職員数

再任用職員数

施策目標

実績

948,789

263,701

平成24年度執行率が低い主な理由
 　不燃化、耐震診断支援及び耐震
改修、雨水浸透施設設置、水害対
策家屋工事の助成金について申請
受付実績による執行残、河川維持
管理に工事等契約に伴う落差金な
どがありました。

(内）委託費

(内）投資的経費等

 国・都からの
支出金

施策
番号

1

施策分析

非常勤職員数

特記事項

0.00

121,825

事業費

平成24年度

ニュース等の発行回数

雨水浸透施設設置助成
戸数

件

44.0
区内建築物の不燃
化率

区内建築物の耐震
化率

24

回

平成23年度

136,952

50.0％

橋

10.5

292,422

総事業費伸び率
（計画比・実績比）

指標名

計画計画

 

算式または指標の説明

662,617

単位

平成25年度　杉並区施策評価表Ⅰ

Ⅱ
・
活
動
指
標

人件費比率

平成24年度

平成22年度

区が実施した又は助成し
た耐震診断件数

24

人件費／総事業費（単位％）

耐震補強化整備橋梁数
（13年からの累計）

雨水流出抑制対
策施設の整備率

60

60

46.8

43.3

95

累計対策量÷流域豪
雨対策計画の目標対
策量（588,000㎥）

算式または
指標の説明

平成22年度

77.0

土地利用現況調
査による

％

％
耐震性を有する建
物棟数÷建物総
棟数

単位

44.0

43.040.0 33

Ⅲ
・
成
果
指
標

33

41.5

指標名

79.0

3

平成24年度
実績

25

33

戸 131

81.0

まちづくりニュースや建築物不燃化
建替助成制度周知のチラシ等

目標
年度

80.0

2

101101

平成24年度
目標

5

目標値

前年度
総事業費 ％

975

当該年度
総事業費

12.6

平成23年度

870262

平成22年度

14.54

2.66

1,085,741

610,028

施策
担当課

まちづくり推進課 関係課 土木計画課

実績

128,841

区分　
平成23年度

○区内の建築物の耐震化は大きく改善され、また、災害時に拠点となる震災救援所（区立小中学校）周辺などの不燃化と木造
密集地域の不燃化対策が進み、倒れにくく燃えにくいまちづくりが進んでいます。
○総合治水対策として、東京都の河川改修事業とともに、雨水貯留や雨水浸透などの雨水流出抑制対策が進んでいます。

Ⅰ
・
施
策
コ
ス
ト

(

単
位
千
円

）

目標
番号

1
施策
名

災害に強い防災まちづくり
目標
名

0.00

災害に強く安全・安心に暮らせるまち

実績



○橋の維持補修
その他、個別の事
情がある事務事業

推進（拡充）すべき
事務事業

今後も同規模で継
続（現状維持）すべ
き事務事業

縮小（廃止）すべき
事務事業

○防災まちづくり　○耐震改修促進　○橋梁の補強・改良

施
策
を
構
成
す
る
事
務
事
業
の
評
価

○不燃化促進住宅管理　○河川維持管理　○水防対策
○雨水流出抑制対策等工事助成　○排水場維持管理　○公共溝渠維持補修

施策を取り巻く環境
（社会情勢、国・都の動
き、区民意見等）

施策の総合評価
（計画事業の取組実績
と、取組実績を踏まえ
た評価結果）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

　東日本大震災後から災害に対する区民の関心は高まっています。
　平成17年度から区は耐震化支援事業を行ってきましたが、その間、国及び東京都の助
成制度も拡充されました。また、密集地域等では、平成16年度に東京都安全条例に基づく
新たな防火規制の導入により、不燃化率が向上しています。
　近年、局所的な集中豪雨が多発しており、平成17年9月には区でも甚大な水害に見舞わ
れました。都は、河川・下水道の整備を進め、下流部の治水安全度は向上しましたが、善
福寺川の中上流部では早期整備が待たれます。

今後の施策の方向性

　既存建築物の耐震診断及び耐震改修の件数は順調に伸びており、区内の建築物の耐
震化率もほぼ目標値どおりです。不燃化率については、目標値の達成のために、不燃化
建替助成制度を平成24年度に創設しました。
　また、水害に対しては、都の河川・下水道整備と連携しながら、区道の透水性舗装や学
校・公園等への雨水貯留浸透施設の設置を進めるとともに、民間への雨水流出抑制対策
の指導や助成を行い、官民一体となった総合的な治水対策を推進しました。その結果、今
年度の雨水流出抑制対策量は10,925㎥、平成2年度からの累計で254,796㎥となり目標値
を達成しました。さらに、豪雨時の水防活動や情報システムの計画的な改修等により、区
民の安全確保に取り組みました。

　東日本大震災以降、今後高い確率で発生が予想される首都直下地震などに対する区民の防災意識は高まっていま
す。そのため、区の防災対策には区民の協力を得ながら、災害に強いまちづくりを推進していきます。
　建築物の耐震化や不燃化の促進には、震災救援所周辺等における建築物の不燃化助成制度の一層の活用や耐震
化の支援制度の充実を図り、防災週間のイベント等を通じて各制度の啓発活動を積極的に実施していきます。特に阿佐
谷南・高円寺南地区では、東京都が推進している不燃化特区制度の活用を視野に入れ、木造密集地域の解消を促進し
ます。
　さらに、災害時における道路ネットワークの安全性・信頼性を確保するため、橋梁の耐震補強整備や長寿命化修繕な
どを計画的に進めます。
　また、近年頻繁に発生する集中豪雨等の治水対策として、都との連携をより一層深め、河川・下水道の早期整備を図る
とともに、雨水流出抑制対策の必要性や助成制度の周知に努め、河川管理施設の保全や水防体制の充実などにより、
総合的に治水対策を推進していきます。

サービス増 現状維持 効率化 縮小拡充



1 】 【施策名： 】 ※金額の単位は千円

1 357 ○ ○ 97,472 0 76,352 4.14 1.01 0.00 39,987 137,459 30,159 ○

2 361 　 3,577 0 1,220 0.60 0.00 0.00 5,220 8,797 0 ○

3 381 ○ ○ 699,969 0 71,616 3.28 1.65 0.00 35,021 734,990 574,569 ○

4 403 　 7 0 0 0.01 0.00 0.00 87 94 0 ○

5 404 ○ 15,883 15,727 15,733 1.24 0.00 0.00 10,788 26,671 0 ○

6 405 　 73,191 70,864 70,864 2.70 0.00 0.00 23,490 96,681 0 ○

7 407 ○ 30,273 8,754 26,601 1.16 0.00 0.00 10,092 40,365 0 ○

8 408 ○ 26,878 26,480 43 1.37 0.00 0.00 11,919 38,797 5,300 ○

9 409 　 624 0 357 0.01 0.00 0.00 87 711 0 ○

10 410 　 915 0 915 0.03 0.00 0.00 261 1,176 0 ○

11 0 0

12 422 0 0

13 498 0 0

14 510 0 0

15 511 0 0 　 　

16 0 0 　 　

17 0 0 　 　

18 0 0 　 　

19 0 0 　 　

20 0 0 　 　

21 0 0 　 　

22 0 0 　 　

23 0 0 　 　

24 0 0 　 　

25 0 0 　 　

26 0 0 　 　

27 0 0 　 　

28 0 0

29 0 0

30 0 0

31 0 0

32 0 0

33 0 0 　 　

34 0 0 　 　

35 0 0 　 　

36 0 0 　 　

37 0 0 　 　

38 0 0 　 　

39 0 0 　 　

40 0 0 　 　

948,789 121,825 263,701 14.54 2.66 0.00 136,952 1,085,741 610,028

事務
事業
番号 非常

勤

職員数

（内）委託費 常勤

合計

評価対象事務事業名

橋の維持補修

平成25年度　　杉並区施策評価表Ⅱ　(施策を構成する事務事業）

24年度事業費

防災まちづくり

人件費
（再任用・
非常勤
含）

国・都から
の支出金

位置付

実
行
計
画
事
業

主
要
事
業

【施策番号：

公共溝渠維持補修

以下再掲事業分の評価表

（内）投資
的経費等

橋梁の補強・改良

公園等の整備

小学校の施設整備

不燃化促進住宅管理

耐震改修促進

縮
小

中学校の施設整備②

井草中学校の改築

排水場維持管理

災害に強い防災まちづくり

再任
用

今後の施策
の方向性

拡
充

現
状
維
持

そ
の
他

総事業費

河川維持管理

水防対策

雨水流出抑制対策等工事助成



1

2

3

4

5

6

7

8

9

災害に強く安全・安心に暮らせるまち

実績
区分　

平成23年度

○大震災発生時の被害をできるだけ小さくする減災の視点を盛り込んだ、きめ細かい総合的な防災対策が進められています。
また、こうした中で、区民の防災意識が向上し、すべての区民が家具の転倒防止や備蓄などの防災対策を講じています。
○災害時において、高齢者や障害者などの要援護者に対する安否確認・避難等の支援や、区民が適切な医療を受けられる体
制が整ってきています。

Ⅰ
・
施
策
コ
ス
ト

(

単
位
千
円

）

目標
番号

1
施策
名

減災の視点に立った防災対策の推進
目標
名

6.59

56.08

2.40

1,813,688

21,869

施策
担当課

防災課 関係課 営繕課

実績

493,259

前年度
総事業費 ％

87.8

当該年度
総事業費

28.4

平成23年度

83.371.9

平成22年度

目標
年度

89.3

5,553

157180

平成24年度
目標

5,509

目標値指標名

90.4

5,596

平成24年度
実績

349

33

回 229

95.0

街頭消火器の設置本数

80.7

33.027.8 33

Ⅲ
・
成
果
指
標

33

32.4
区民意向調査によ
る

算式または
指標の説明

平成22年度

94.5

区民意向調査によ
る

％

％
区民意向調査によ
る

単位

防災訓練の実施回数

区や地域等で実施
する防災訓練に参
加した区民の割合

100

40

82.5

30.9

防災訓練の実施回数

100

平成25年度　杉並区施策評価表Ⅰ

Ⅱ
・
活
動
指
標

人件費比率

平成24年度

平成22年度

地域のたすけあいネット
ワーク（地域の手）登録者
数

463

人件費／総事業費（単位％）

計画計画

 

算式または指標の説明

5,368

単位

総事業費伸び率
（計画比・実績比）

指標名

平成23年度

515,451

86.0

登録目標値に対する登録者数の割
合

％

回

26.2

1,008,563

平成24年度

街頭消火器の設置本数

震災救援所運営連絡会
の実施回数

％

84.7
避難・救護の拠点である震
災救援所（区立小中学校）
を認知している区民の割合

家庭内で何らかの
防災対策を実施し
ている区民の割合

375

本

震災救援所運営連絡会の実施回
数

(内）投資的経費等

 国・都からの
支出金

施策
番号

2

施策分析

非常勤職員数

特記事項

9.10

848,825

事業費

施策目標

実績

1,298,237

970,352(内）委託費

1,391,377

人件費
（4+5+6）

53.82

0.00

常勤職員数

再任用職員数

総事業費
(1＋7)

865,006

1,884,636



施策を取り巻く環境
（社会情勢、国・都の動
き、区民意見等）

施策の総合評価
（計画事業の取組実績
と、取組実績を踏まえ
た評価結果）

地域防災計画の継続的な見直しに加え、地域防災計画概要版等を活用した区民周知に努めるとともに、各種マニュア
ルの整備・改定を行い、計画の実効性担保に努めます。
　東日本大震災の貴重な経験を通して、重要性が再認識された学校防災倉庫の備蓄品について、改めて必要度を精査
したものを備えていきます。
　また、区立施設への自家発電設備等の増設や、防災無線等、電話不通時に備えた通信インフラの確保と整備を進め、
区民の安全を守る施設づくりに取り組んでいきます。
　災害時要援護者支援についても、震災救援所への避難から在宅避難を原則とする考え方に転換し、災害時要援護者
対策協議会において「地域のたすけあいネットワーク（地域の手）」の見直しを進めています。
　被災地支援については、「自治体スクラム会議」参加自治体や全国市長会などと連携しながら、基礎的自治体も主体
的に支援の行動を起こす役割と責務、また、その支援に係る経費の国からの財政措置の明確化に向けた取組を継続し
ます。

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

区民の生命、身体及び財産を災害から保護し、その安全を確保するとともに、被災後の区民生活の
早期の再建や地域の復興を図るため、地域の防災力の向上に努めているほか、震災対策をより一
層充実するために地域防災計画に基づき、減災に向けたハード・ソフトの両面での整備を進めてい
ます。
　子どもや障害者などが利用する施設では、災害時に利用者を一時預かる必要があり、また、利用
者の特性に対応した施設機能の強化が必要となることから、他の区立施設に先行して対応策の検
討を進め、機能強化策をまとめました。
　また、災害時要援護者支援活動を補完する個別避難支援プランを民生委員が作成し、支援活動
に役立てられるよう整備したほか、災害時子ども安全連絡網を整備し、災害時等における子どもの安
否確認の状況を速やかに保護者に伝えることができるようにしました。
　首都直下型地震等に備え、災害時において拠点となる施設に対し、自家発電設備等の増設を行う
ことで、防災機能の充実した施設づくりに取り組む一方、大規模災害発生時などにおける適切な医
療提供体制の維持を図るため、杉並区医療施設自家発電設備整備助成を３病院に対して行いまし
た。
　被災地支援については、被災地のニーズに沿った「自治体スクラム支援会議」による支援を継続す
るとともに、大規模災害での支援活動における基礎自治体首長の主体的な役割と責務、その責務に
基づき基礎自治体が行う水平的支援活動に係る経費についての国の財政措置が明確に規定され
るよう、国への要請を行いました。

　国は平成24年8月の中央防災会議で南海トラフ巨大地震の被害想定を公表しました。
　東京都は、東日本大震災を踏まえ、平成18年5月に公表した「首都直下型地震による東京都の被
害想定」を全面的に見直し、平成24年4月に新たに「首都直下型地震による東京の被害想定」を公
表しました。
　東日本大震災の発生を機に、防災・震災対策に関する意識が高くなっており、その対策の強化と
震災に強い安全な街づくりに対する住民の期待がより一層高まっています。

今後の施策の方向性

施
策
を
構
成
す
る
事
務
事
業
の
評
価

○区施設の改修・改良工事　○防災会議運営等　○消防団等運営助成　○防災意識の高揚
○保育園の維持管理①　○児童青少年センター・児童館の維持管理①　○中学校の施設整備①
○小学校の運営管理②

○区役所本庁舎施設整備　○災害応急対策　○災害時情報連絡体制の確立　○防災施設整備
○東日本大震災復興等支援　○災害用医薬品・医療資材の管理　○情報教育の推進①　○学校
の支援
○学校教育への支援①

その他、個別の事
情がある事務事業

推進（拡充）すべき
事務事業

今後も同規模で継
続（現状維持）すべ
き事務事業

縮小（廃止）すべき
事務事業

サービス増 現状維持 効率化 縮小拡充



2 】 【施策名： 】 ※金額の単位は千円

1 28 ○ ○ 571,405 571,405 571,405 31.96 0.00 0.59 279,675 851,080 0 ○

2 29 ○ ○ 274,630 274,630 274,480 0.10 0.00 0.00 870 275,500 0 ○

3 41 　 6,081 0 3,304 2.41 1.00 0.00 24,897 30,978 0 　 ○

4 42 　 12,982 0 0 0.50 0.00 0.00 4,350 17,332 0 ○

5 43 ○ ○ 56,202 0 9,264 4.29 1.00 1.00 44,003 100,205 0 ○

6 44 ○ 25,217 0 15,615 1.58 0.00 3.00 21,996 47,213 0 ○

7 45 　 53,439 0 43,156 2.07 0.00 0.00 18,009 71,448 0 ○

8 46 ○ ○ 139,478 0 24,527 4.46 0.00 0.00 38,802 178,280 0 ○

9 47 ○ 86,050 0 1,669 0.11 0.00 0.00 957 87,007 17,003 ○

10 113 ○ ○ 22,196 599 9,765 2.70 0.00 2.00 28,990 51,186 4,866 ○

11 286 ○ ○ 541 0 541 1.20 0.00 0.00 10,440 10,981 0 ○

12 288 ○ ○ 572 0 572 0.10 0.00 0.00 870 1,442 0 ○

13 312 ○ ○ 47,253 0 13,863 0.64 0.40 0.00 7,140 54,393 0 ○

14 469 ○ ○ 0 0 0 0.00 0.00 0.00 0 0 0 ○

15 509 ○ 2,191 2,191 2,191 3.96 0.00 0.00 34,452 36,643 0 　 ○ 　

16 0 0 　 　

17 457 　 0 0 　 　

18 481 　 　 0 0 　 　

19 489 　 0 0 　 　 　

20 0 0 　 　

21 0 0 　 　

22 0 0 　 　

23 0 0 　 　

24 0 0 　 　

25 0 0 　 　

26 0 0 　 　

27 0 0 　 　

28 0 0

29 0 0

30 0 0

31 0 0

32 0 0

33 0 0 　 　

34 0 0 　 　

35 0 0 　 　

36 0 0 　 　

37 0 0 　 　

38 0 0 　 　

39 0 0 　 　

40 0 0 　 　

1,298,237 848,825 970,352 56.08 2.40 6.59 515,451 1,813,688 21,869

事務
事業
番号 非常

勤

職員数

（内）委託費 常勤

合計

評価対象事務事業名

小学校の運営管理②

消防団等運営助成

平成25年度　　杉並区施策評価表Ⅱ　(施策を構成する事務事業）

24年度事業費

区施設の改修・改良工事

人件費
（再任用・
非常勤
含）

国・都から
の支出金

位置付

実
行
計
画
事
業

主
要
事
業

【施策番号：

災害時要援護者支援対策①

保育園の維持管理①

（内）投資
的経費等

防災意識の高揚

児童青少年センター・児童館の維持管理①

災害用医薬品・医療資材の管理

区役所本庁舎施設整備

防災会議運営等

縮
小

学校の支援

学校教育への支援①

情報教育の推進①

中学校の施設整備①

東日本大震災復興等支援

減災の視点に立った防災対策の推進

再任
用

今後の施策
の方向性

拡
充

現
状
維
持

そ
の
他

総事業費

災害応急対策

災害時情報連絡体制の確立

防災施設整備

以下再掲事業分の評価表



1

2

3

4

5

6

7

8

9

災害に強く安全・安心に暮らせるまち

実績
区分　

平成23年度

○地域の中での犯罪の発生が減少し、誰もが住み続けたい、住んでみたいと思う安全・安心なまちになっています。
○消費者被害に対する区・東京都・国の連携が進み、情報提供や相談対応が充実してきています。
○交通安全対策を進めた結果、交通事故が減少しています。

Ⅰ
・
施
策
コ
ス
ト

(

単
位
千
円

）

目標
番号

1
施策
名

安全・安心の地域社会づくり
目標
名

25.00

18.36

3.00

1,046,429

250

施策
担当課

危機管理対策課 関係課 杉並土木事務所

実績

231,190

前年度
総事業費 ％

16,186.0

当該年度
総事業費

23.0

平成23年度

19,829.019,657.0

平成22年度

5,634

2,965.0

56.052.0

平成24年度
目標

3,131.0

目標値

6,216

3,142.0

平成24年度
実績

1,879.0

33

回 43.0

5,500

目標
年度

2,0182,098 33

Ⅲ
・
成
果
指
標

33

2,023

指標名

杉並区交通安全
計画における目標
値

算式または
指標の説明

平成22年度

6,277

地域住民により自
主的に組織された
防犯団体数

件

件
「刑法」に規定する全犯
罪認知件数（交通事故
及び特別法犯を除く）

単位

144

区内における交通
事故件数

0

166

1,800

147

1,860

3,000

平成25年度　杉並区施策評価表Ⅰ

Ⅱ
・
活
動
指
標

人件費比率

平成24年度

平成22年度

犯罪発生メール登録者数

2,238.0

人件費／総事業費（単位％）

防犯診断実施世帯数

算式または指標の説明

250

0

単位

総事業費伸び率
（計画比・実績比）

指標名

計画計画

 

240,272

148団体

件

21.7

459,688

0

自転車安全利用講習会
参加者（小学生）

消費者講座実施回数

人

145
地域防犯自主団
体数

区内における全刑
法犯認知件数

2,093.0

人

平成23年度

 国・都からの
支出金

施策
番号

3

施策分析

非常勤職員数

特記事項

26.00

298,221

事業費

平成24年度

施策目標

実績

806,157

437,317(内）委託費

(内）投資的経費等

人件費
（4+5+6）

17.00

3.00

常勤職員数

再任用職員数

313,626

1,067,686

836,496

総事業費
(1＋7)



施策を取り巻く環境
（社会情勢、国・都の動
き、区民意見等）

施策の総合評価
（計画事業の取組実績
と、取組実績を踏まえ
た評価結果）

防犯については、街角防犯カメラを犯罪抑止効果が高い地域に増設していきます。また、振り込め詐欺の被害を防止す
るため、高齢者担当部署と協力し区からの郵送物への啓発メッセージの印字やチラシの同封、警察等の関係団体と連携
した啓発イベントの実施、すぎ丸での車内放送を継続するなど、あらゆる手段の活用を図ります。平成18年度から防犯協
会に補助金を交付して設置した防犯カメラについては、今後の保守点検や機種更新計画について、検討を行います。
　消費者相談については、質的にも高度化、複雑化する中で、相談者や事業者に対する相談員の能力の向上が課題で
す。消費者相談について、1件あたりの処理時間が長くなる傾向があり、処理時間の短縮化や平準化などの検討が必要
です。この課題への対応は、相談員の質の向上が不可欠であり、研修への参加を通じてレベルアップを図っていきま
す。
　交通安全については、特に、自転車利用者がルールやマナーを学べる機会を増やすため、講習会の開催曜日や時間
帯を工夫するとともに、まつり等のイベント開催時に交通安全を呼びかけるなど、啓発方法の多様化を図ります。
　また、自転車利用者に対し、加害者となるリスクについて周知するとともに、交通事故被害者の救済に資するため、保
険加入を推奨します。

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

全刑法犯認知件数は、警察との連携強化とともに、区の安全パトロール隊や防犯自主団体によるパ
トロール活動、街角防犯カメラの設置及び区民への啓発活動等が成果をあげ、平成14年以降最少
となる5,634件の被害数に抑えることができました。
　消費者相談件数（過去10年間）は、平成16年度の8,768件をピークとして減少傾向にあり、23・24年
度では３千件台を推移しています。この間、電子端末の進化や訪問販売・インターネット上での商取
引に伴う契約上の問題など、既存市場の変化や消費者関連法の改正に対し、相談員は的確に状況
を把握し、相談者に対して適切な助言や情報提供を行ってきました。
　区内の交通事故発生件数は年々減少していますが、自転車と高齢者が関与する交通事故の減り
方は鈍く、事故全体に占める割合が依然として高いものとなっています。

　防犯については、安全パトロールの実施、犯罪発生情報メール配信及び街角防犯カメラの設置等により、ま
ちの安全を図るものとして区民から高く評価されています。また、安全パトロール隊、防犯自主団体によるパト
ロール活動や防犯啓発活動などで更に連携を強め、継続していく必要があるという声が区民から寄せられま
す。
　消費者被害防止については、平成24年に消費者教育のための総合的・一体的な推進を目的とした「消費者
教育の推進に関する法律」が制定されました。区民からは、最新の消費生活情報の提供、消費生活サポー
ター、消費者団体への支援、相談窓口時間の延長などの意見が寄せられています。
　交通安全については、平成25年7月に「東京都自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」が施行さ
れました。区民からは、自転車利用のルール・マナーの周知と危険走行に対する取り締まりや罰則の強化を求
める声が寄せられています。

今後の施策の方向性

施
策
を
構
成
す
る
事
務
事
業
の
評
価

○消費者センター運営・維持管理　○消費者生活相談及び消費者啓発
○街路灯の維持補修　○街路灯の新設・改修　○民有灯の助成（維持補修）
○民有灯の助成（建設補助）　○交通安全運動の推進　○交通安全施設の維持補修
○交通安全設備の整備

○防犯対策の推進

その他、個別の事
情がある事務事業

推進（拡充）すべき
事務事業

今後も同規模で継
続（現状維持）すべ
き事務事業

縮小（廃止）すべき
事務事業

サービス増 現状維持 効率化 縮小拡充



3 】 【施策名： 】 ※金額の単位は千円

1 40 ○ ○ 75,627 0 43,469 2.58 0.00 17.00 69,196 144,823 250 ○

2 76 　 27,012 0 21,264 1.00 0.00 0.00 8,700 35,712 0 　 ○

3 77 ○ 7,654 0 2,279 3.00 3.00 8.00 59,890 67,544 0 　 ○

4 411 　 270,468 0 22,992 2.03 0.00 0.00 17,661 288,129 0 ○

5 412 ○ 157,517 155,719 155,719 1.29 0.00 0.00 11,223 168,740 0 ○

6 413 　 63,599 0 6,065 0.49 0.00 0.00 4,263 67,862 0 ○

7 414 ○ 34,160 33,398 33,398 0.25 0.00 0.00 2,175 36,335 0 ○

8 415 ○ 18,418 0 6,783 2.51 0.00 0.00 21,837 40,255 0 ○

9 416 　 42,598 0 39,784 1.46 0.00 0.00 12,702 55,300 0 ○

10 417 ○ 109,104 109,104 105,564 3.75 0.00 0.00 32,625 141,729 0 ○

11 0 0

12 0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0 　 　

16 0 0 　 　

17 0 0 　 　

18 0 0 　 　

19 0 0 　 　

20 0 0 　 　

21 0 0 　 　

22 0 0 　 　

23 0 0 　 　

24 0 0 　 　

25 0 0 　 　

26 0 0 　 　

27 0 0 　 　

28 0 0

29 0 0

30 0 0

31 0 0

32 0 0

33 0 0 　 　

34 0 0 　 　

35 0 0 　 　

36 0 0 　 　

37 0 0 　 　

38 0 0 　 　

39 0 0 　 　

40 0 0 　 　

806,157 298,221 437,317 18.36 3.00 25.00 240,272 1,046,429 250

事務
事業
番号 非常

勤

職員数

（内）委託費 常勤

合計

評価対象事務事業名

街路灯の維持補修

平成25年度　　杉並区施策評価表Ⅱ　(施策を構成する事務事業）

24年度事業費

防犯対策の推進

人件費
（再任用・
非常勤
含）

国・都から
の支出金

位置付

実
行
計
画
事
業

主
要
事
業

【施策番号：

交通安全施設の整備

（内）投資
的経費等

街路灯の新設・改修

消費者センター運営・維持管理

消費生活相談及び消費者啓発

縮
小

交通安全施設の維持補修

安全・安心の地域社会づくり

再任
用

今後の施策
の方向性

拡
充

現
状
維
持

そ
の
他

総事業費

民有灯の助成（維持補修）

民有灯の助成（建設補助）

交通安全運動の推進
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